
議案第71号　自己情報の外部提供の中止請求に応じられないとする決定処分

に係る審査請求について （資料1-1～1-13）

議案第72号　令和３年度教育関係予算案（補正第２号）に関する意見について（資料2-1、2-2）

旭丘・小竹地区における新たな小中一貫教育校の設置について〔継続審議〕

令和３年度教育に関する事務の管理等に係る点検・評価について〔継続審議〕 （資料3）

令和２年度歳入歳出決算について （資料4）

区立小中学校の9月1日からの授業時間短縮等について （口頭報告）

区立小中学校の移動教室および修学旅行の延期について （口頭報告）

(1) 教育長報告

①

④ その他

②

③

２ 協　議

(1)

(2)

３ 報　告

(2)

  第 17 回教育委員会定例会　案件表

○ 日　時

令和3年9月3日(金)  午前10時00分から

○ 議　題

１ 議　案

(1)



 

議案第７２号 

 

 

令和３年度教育関係予算案（補正第２号）に関する意見について 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

 

 令和３年９月３日 

 

    提出者 教育長  堀  和 夫 

 

 

 

令和３年度教育関係予算案（補正第２号）に関する意見について 

 

 

 このことについて、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法

律第162号）第29条の規定にもとづき、練馬区長から参考資料のとおり意見を求

められたので、別紙のとおり回答する。 



 

 

 

 

令和３年度教育関係予算案（補正第２号）に関する意見について 

 

 

 

令和３年度教育関係予算案（補正第２号）について、当委員会として同意しま

す。 

別  紙 





1　一般会計 （教育費・こども家庭費）

【歳入】 単位：千円

款 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

39,535,641 67,574 39,603,215

分担金及び負担金 1,061,213 0 1,061,213

使用料及び手数料 762,090 0 762,090

国庫支出金 20,002,604 65,849 20,068,453

都支出金 12,167,646 1,683 12,169,329

財産収入 31,041 0 31,041

寄付金 0 40 40

繰入金 1,359,100 0 1,359,100

繰越金 0 2 2

諸収入 338,947 0 338,947

特別区債 3,813,000 0 3,813,000

【歳出】 単位：千円

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

106,196,875 641,869 106,838,744

32,644,314 470,017 33,114,331

1　教育総務費 8,230,093 172,179 8,402,272

2　小学校費 12,689,925 199,824 12,889,749

3　中学校費 5,490,036 96,684 5,586,720

4　幼稚園費 6,234,260 1,330 6,235,590

73,552,561 171,852 73,724,413

1　こども家庭費 73,552,561 171,852 73,724,413

11　こども家庭費

教育委員会予算

10　教育費

令和３年度教育関係予算案(補正第２号)

令和3年9月3日

教育委員会事務局

教育委員会予算
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単位：千円

款 目 補正前の額 補 正 額 補正後の額

20,002,604 65,849 20,068,453

1 教育費補助金 0 52,249 52,249

1 学校保健特別対策事業費 0 52,249 52,249

2 こども家庭費補助金 712,307 13,600 725,907

1 保育対策総合支援事業費 712,307 13,600 725,907

12,167,646 1,683 12,169,329

1 こども家庭費補助金 0 283 283

1 区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業費 0 283 283

2 教育費委託金 714 1,400 2,114

1 都指定研究費 714 1,400 2,114

0 40 40

1 指定寄付金 0 40 40

1 指定寄付金 0 40 40

0 2 2

1 繰越金 0 2 2

1 繰越金 0 2 2

国庫支出金

都支出金

繰越金

令和３年度　一般会計（教育委員会予算）予算案（補正第２号）

歳入

事 業 名

寄付金
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款 項 目 補正予算額

470,017

１　教育総務費 172,179

１　学校教育総務費 145,833 1 一般事務費

(1)

保健衛生用品等購入費 ⑩

携帯電話賃借料 ⑬

2 学校情報化推進経費

(1) 教育ネットワーク経費

１）ネットワーク基盤整備費

パソコン用消耗品費 ⑩

回線使用料 ⑪

校内ＬＡＮ撤去委託料 ⑫

２）教育システム運用経費

教育ＩＣＴ機器設置等委託料 ⑫

電算機賃借料 ⑬

教育ＩＣＴ機器設置工事費 ⑭

電算機解約料 ㉑

２　教育指導費 2,601 1 国際理解教育推進経費 ⑫

(1)

生徒海外渡航委託料

2 教育研究費

(1) 都指定研究経費

講師等謝礼 ⑦

消耗品費および印刷費 ⑩

備品購入費 ⑰

３　少年自然の家費 8,151 1 維持運営費

(1)

⑭

⑰

４　図書館費 15,594 1 維持運営費

(1)

⑭

⑰

2 各種事業経費 ⑰

(1) 一般事業経費

書架等購入費

(2) 視覚障害者等図書経費

音訳資料製作用機器購入費

２　小学校費 199,824

１　学校管理費 85,385 1 学校管理運営費

(1)

１）維持管理費

樹木伐採料 ⑪

樹木点検委託料 ⑫

樹木伐根工事費 ⑭

黒板補修費 ⑭

プール清掃機購入費 ⑰

(2)

机、椅子等購入費 ⑩

各校用校具等購入費 ⑰

２　学校営繕費 62,400 1 学校営繕費 ⑭

(1)

　 一般改修工事費

令和３年度　一般会計（教育委員会予算）予算案（補正第２号）

歳出 単位：千円

説 明

１０　教育費

104,499

事務費

95,400

9,099

41,334

6,869

660

489

5,720

34,465

8,745

6,685

2,306

16,729

1,200

中学生海外派遣経費

1,401

468

706

227

8,151

維持管理費

維持補修費 3,025

食器消毒保管庫等購入費 5,126

15,224

維持管理費

維持補修費 7,909

図書除菌機購入費 7,315

370

237

133

85,385

学校維持運営費 43,515

15,261

4,208

13,000

5,779

5,267

校具等整備充実費 41,870

12,089

29,781

62,400

改修工事経費
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款 項 目 補正予算額

３　学校給食費 52,039 1 学校給食維持運営費

(1) ⑩

(2) 施設設備整備費 ⑰

学級増用備品購入費

３　中学校費 96,684

１　学校管理費 41,314 1 学校管理運営費

(1)

１）維持管理費

樹木伐採料 ⑪

樹木点検委託料 ⑫

樹木伐根工事費 ⑭

(2)

机、椅子等購入費 ⑩

各校用校具等購入費 ⑰

２　学校営繕費 36,900 1 学校営繕費 ⑭

(1)

一般改修工事費

３　学校給食費 18,470 1 学校給食維持運営費

(1) ⑩

(2) 施設設備整備費 ⑰

オーブン等購入費

４　幼稚園費 1,330

１　幼稚園管理費 1,330 1 維持運営費

(1)

⑰

教材等購入費

(2) ⑭

171,852

１　こども家庭費 171,852

１　こども家庭総務費 3,795 1 子ども家庭支援センター維持運営費 　

(1) 子育てのひろば運営経費

⑩

遊具等購入費 ⑰

(2) 維持管理費 ⑭

２　保育委託費 53,167 1 私立保育所運営経費 ⑱

(1) 運営扶助費

2 地域型保育事業運営経費 ⑱

(1) 家庭的保育事業（保育ママ）経費

(2) 小規模保育事業経費

(3）事業所内保育事業経費

3 認可外保育事業経費 ⑱

(1)

4 ㉒

　令和２年度分

３　青少年費 781 1 遊び場運営費 ⑭

(1) 遊び場対策費

15,358

36,681

4,043

14,427

800

2,117

 

14,000

ＩＣＴ化推進事業補助金

781

遊具改修等工事費

3,000

ＩＣＴ化推進事業補助金

ＩＣＴ化推進事業補助金

認証保育所経費

ＩＣＴ化推進事業補助金

１1　こども家庭費

3,795

玩具購入費 37

2,080

6,000

1,000

18,000

1,678

ＩＣＴ化推進事業補助金

一般改修工事費

都支出金概算交付金の精算金 21,167

8,000

34,298

2,383

41,314

52,039

維持管理費

学級増用消耗品購入費

学校維持運営費 20,981

10,200

2,781

8,000

校具等整備充実費 20,333

6,208

14,125

36,900

改修工事経費

維持管理費

維持管理費

維持補修費

13,772

学級増用備品購入費 655

1,330

運営費

18,470

学級増用消耗品購入費

説 明

真空冷却機等購入費

１）運営諸費 530
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款 項 目 補正予算額

４　児童福祉施設費 114,109 1 保育所維持運営費 　

(1) 運営費

　

　 　　　タブレット端末消耗品費 ⑩

　 　　　タブレット端末回線使用料 ⑪

　 　　　保育業務支援システム無線ＬＡＮ環境構築等委託料 ⑫

　 　　　保育業務支援システムクラウドサービス利用料 ⑬

　 　　　冷蔵庫等購入費 ⑰

(2) 維持管理費

一般改修工事費 ⑭

共益費 ⑱

2 児童館維持運営費 　

(1) 運営費 ⑩

　

　 　　　児童遊具購入費

(2) 維持管理費

一般改修工事費 ⑭

共益費 ⑱

3 学童クラブ維持運営費 ⑭

(1) 維持管理費

470,017

171,852

641,869

38,498

95,218

386

一般改修工事費

教　育　振　興　部　　計 財源

国庫支出金
　　学校保健特別対策事業費　52,249
都支出金
　　都指定研究費　1,400
　
一般財源　   416,368

20

10,154

こ　ど　も　家　庭　部　　計 財源

国庫支出金
　　保育対策総合支援事業費　13,600
都支出金
　　区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業費　283
寄付金　40
繰越金　2
　
一般財源  157,927

教　育　委　員　会　　総　計 財源
国庫支出金　65,849　　都支出金　1,683　寄付金　40　繰越金　2

一般財源　574,295

8,710

26,760

26,724

36

7

8,730

１）運営諸費

１）運営諸費

8,737

301

1,888

68,458

27,385

説 明
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単位：千円

限度額

2,041,320

1,228,150

759,100

30,144

23,926保育業務支援システム賃借等 令和４年度

中学校費学校営繕費設備改修工事 令和４年度

債務負担行為

事 項 期間

債 務 負 担 行 為 合 計

中学生海外派遣事業業務委託 令和４年度

小学校費学校営繕費設備改修工事 令和４年度
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補正予算案の概要

(1) 児童生徒数および学級数の増加対応に伴う経費 95,070 千円

(2) 新型コロナウイルス感染防止対策の実施に伴う経費 95,400 千円

(3) 図書除菌機の購入に伴う経費 7,315 千円

(4) 区立小中学校における樹木の緊急点検に伴う経費 53,450 千円

(5) 携帯電話の借入れに伴う経費 9,099 千円

【特財　4,549千円】

(6) 都指定研究事業実施に伴う経費 1,401 千円

【特財　1,400千円】

(7) 中学生海外派遣事業に伴う経費 1,200 千円

(8) 会議等で使用するタブレット端末の配備に伴う経費 2,189 千円

　新型コロナウイルス感染症対策として、図書除菌機を図書館に導入するための経費を計上す
る。

　区立小中学校の樹木について、安全を確保するため、緊急の樹木点検および伐採や伐根工
事を行うための経費を計上する。

　①小学校１校（豊玉小学校）が東京都が設定する研究主題（体力向上に係る研究）の研究指
　　　定校の決定を受けたため、体力向上を図るための授業改善や日常的な取組の実践を行う
　　　ための経費を計上する。

　各種会議等をオンラインでも対応できるよう、区立直営保育園にタブレット端末を配備するた
めの経費を計上する。

　①児童生徒用タブレットパソコンを追加調達するための経費を計上する。

【特財 47,700千円】

　各学校が、それぞれの実情に応じた新型コロナウイルス感染症対策用の物品を購入するた
めの経費を計上する。

　オーストラリア滞在時ホームステイ先・体験学習先の手配に要する経費の一部を保証金として
渡航５か月前にクイーンズランド州教育省国際教育部門に納入するための経費を計上する。

　②中学校１校（上石神井中学校）が東京都が設定する研究主題（授業改善推進に係る研究）
　　　の研究指定校の決定を受けたため、授業改善を組織的に推進する取組を実践的に研究・
　　　開発するための経費を計上する。

　②学習机や学習椅子等を購入するための経費を計上する。

　③パソコン室や特別教室を普通教室に転用するための経費を計上する。

　④給食用消耗品や調理用備品等を購入するための経費を計上する。

　コロナ禍における学校管理職の連絡頻度・必要性の増加および児童生徒に対する継続的な
心のケアに対応するため、各校に携帯電話を２台借り入れるための経費を計上する。
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(9) 認可保育園等のＩＣＴ化推進に伴う経費 59,771 千円

(10) 指定寄付に伴う玩具購入経費 37 千円

【特財　36千円】

(11) 指定寄付に伴う児童遊具購入経費 7 千円

【特財　6千円】

(12) 共益費の増額に伴う経費 56 千円

(13) 都支出金概算交付金の精算に伴う経費 21,167 千円

 

(14) 施設の適切な維持管理に係る経費（備品購入） 143,847 千円

〔教育振興部　計103,269千円〕

(15) 施設の適切な維持管理に係る経費（工事） 151,860 千円

〔教育振興部　計103,813千円〕

　保護者の利便性向上と職員の事務作業の負担軽減による保育サービス向上のため、区内認
可保育園等のＩＣＴ化を推進するための経費を計上する。

　保育園２園・児童館１館の共益費が改定されたため計上する。

②保育所および児童館等における工事請負費を計上する。

〔こども家庭部　計48,047千円〕

　寄付金受領に伴う玩具を購入する。

　寄付金受領に伴う児童遊具を購入する。

①幼稚園、小中学校、少年自然の家および図書館における備品購入費を計上する。

①幼稚園、小中学校、少年自然の家および図書館における工事請負費を計上する。

　令和２年度補助金の確定に伴い、返還金が生じたため、補助金の精算金を計上する。

②保育所および子ども家庭支援センターにおける備品購入費を計上する。

〔こども家庭部　計40,578千円〕
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令 和 ３ 年 ９ 月 ３ 日 

教育振興部教育総務課 

 

 

令和３年度教育に関する事務の管理等に係る点検・評価について 

 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 26 条に基づき実

施する教育に関する事務の管理等に係る点検・評価（以下「点検・評価」という。）について、

下記のとおり、主な取組項目（案）を一部変更する。 

 

 

 

記 

 

 

１ 変更箇所 

別紙１のとおり 

 

２ 変更後の主な取組項目（案） 

別紙２のとおり 



修正前 修正案

1) 私立幼稚園に関する助成 1) 小学校就学前の幼児教育の充実

2) 幼保小連携の推進 2) 幼保小連携の推進

3) 小中一貫教育の取組に関する情報発信 3) 小中一貫教育の推進

4) 人権教育・道徳教育の推進 4) 人権教育・道徳教育の推進

［追加］ 5) 英語教育の充実

5) 児童・生徒の食育の推進 6) 子どもたちの体力向上の促進

6) 学校体育等の充実 7) 子どもたちの食育の推進

7) 教員の活用指導力の向上 8) ICTを活用した教育活動の推進

8) 読書活動の推進と
学校図書館の機能強化

9) 学校図書館を活用した学習・読書活動の充実

2) ICTを活用した教育活動の推進 2) 教員のICT活用能力の向上

3) 子どもと向き合うことができる環境整備
3) 子どもたちと向き合う時間の創出（教員の働き方
改革の促進）

1) 学校施設の整備(改修・改築) 1) 学校施設の整備(改修・改築)

2) 区立学校の適正配置 2) 区立学校の適正規模・適正配置

3) 定期的な推計の提供 3) 学級編制等のあり方の検討

1) 家庭教育への支援 1) 家庭教育への支援

2) 関係機関の連携強化 2) 関係機関との連携強化

1) 学校安全対策の推進 1) 学校安全対策の推進

1) 教育相談体制の充実 1) いじめ・不登校等に対する効果的な取組の推進

2) いじめ防止対策の推進 2) 専門的人材を活用したいじめ問題の解決

3) 不登校対策の充実 3) 不登校児童・生徒への学習機会の充実

4) 不登校実態調査の実施 4) 不登校実態調査の実施

1) 就学援助

2) 学習支援事業「中３勉強会」の実施

3) 外国人児童・生徒の就学促進及び就学先
の把握

4) 日本語指導の充実

1) 障害理解の推進

2) 教員の専門性の向上

3) 子どもたちの障害にあわせたICT機器の配
備

2) ICTを活用した学習支援の推進

4) 医療的ケア児支援の体制の充実 3) 医療的ケア児支援体制の充実

取組の視点 重点施策
主な取組項目

変　更　箇　所　【教育分野】

点検・評価

③障害のある子ども
　たちなどへの支援

1) 障害理解への取組の充実

②さまざまな家庭環
　境で育つ子どもた
　ちへの支援

1) 一人ひとりに応じた生活支援・学習支援の実施

2) 外国人児童・生徒とその家庭への支援

2) 地域を活用した教育活動の推進

教育・子育て大綱（R3版）

１　教育の質の
　　向上

③学校の教育環境の
　整備

３　支援が必要
　　な子どもた
　　ちへの取組
　　の充実

①いじめ・不登校な
　どへの対応

２　家庭や地域
　　と連携した
　　教育の推進

①家庭教育への支援

②学校運営や教育活
　動における家庭や
　地域との協働 2) 地域を活用した教育活動の推進

②教員の資質・能力の
　向上

1) 教員研修の充実 1) 教員研修の充実

①学力・体力・豊かな
　心が調和した学びの
　充実



修正前 修正案

1) 外遊び型子育てのひろば事業 1) 乳幼児親子の身近な相談場所の拡充

2) オンラインによる児童相談体制の実施

3) オンラインひろばの実施

1) 都との連携強化 1) 都との連携強化

2) 児童虐待の防止への取組（新たな子センの
体制構築）

2) 子ども家庭支援センターによる支援体制の充実

1) 発達に不安のある親子のひろば事業（のび
のびひろば）

1) 発達の不安や障害のある親子支援の充実

2) 私立保育所の障害児保育巡回指導の実施 2) 障害児保育の充実

3) ひとり親支援事業 3) ひとり親家庭等への支援

1) 練馬こどもカフェの拡大 1) 練馬こどもカフェの拡充

2) 子育てのひろばの整備

3) 外遊び型子育てのひろばの整備

4) 外遊び事業 3) 公園等を活用した外遊びの取組

②練馬こども園の
　充実

1) 練馬こども園の拡大 1) 練馬こども園の拡大

1) 保育施設の定員拡大 1) 保育施設の定員拡大

2) LINEで保育指数シミュレーション機能を提
供

3) 区立保育所（委託園）のICT導入

4) 区ホームページへの区内保育施設の第三
者評価結果の掲載

5) 区内保育施設への研修の充実

①安全で充実した放課
　後の居場所づくり

1) ねりっこクラブの拡大 1) ねりっこクラブの拡大

1) 児童館事業 1) 乳幼児親子向けの児童館機能の充実

2) 中高生居場所づくり事業の充実

1) 青年リーダー講習会における地域活動（啓
発を含む）のプログラムの導入

1）青少年の野外活動・地域交流事業等の推進

2) 青年自主企画講座等の企画、運営の充実
2) 青年リーダーの養成、若者の企画運営事業の推
進

3) 居場所事業の利用をきっかけとする社会と
の接点づくりの充実

3) 若者の自立に向けた相談・支援

取組の視点 重点施策
主な取組項目

変　更　箇　所　【子育て分野】

点検・評価教育・子育て大綱（R3版）

2) オンラインによる相談と情報発信の充実

３　子どもの居
　　場所と成長
　　環境の充実

②児童館機能の充実

２　子どもの教
　　育・保育の
　　充実

１　子どもと子
　　育て家庭の
　　援の充実

①相談支援体制の充実

③青少年の健全育成・若
　者の自立支援

3）保育サービス水準の向上

③支援が必要な子ども
　たちと家庭への取組
　の充実

①家庭での子育て支
　援サービスの充実

③保育サービスの
　充実

②新しい児童相談体制
　の充実

2) 窓口や保育施設のICT化の推進

2) 子育てのひろばの増設



点検・評価

取組の視点 重点施策 主な取組項目

1) 小学校就学前の幼児教育の充実

2) 幼保小連携の推進

3) 小中一貫教育の推進

4) 人権教育・道徳教育の推進

5) 英語教育の充実

6) 子どもたちの体力向上の促進

7) 子どもたちの食育の推進

8) ICTを活用した教育活動の推進

9) 学校図書館を活用した学習・読書活動の充実

1) 教員研修の充実

2) 教員のICT活用能力の向上

3) 子どもたちと向き合う時間の創出（教員の働き方改革
の促進）

1) 学校施設の整備(改修・改築)

2) 区立学校の適正規模・適正配置

3) 学級編制等のあり方の検討

1) 家庭教育への支援

2) 関係機関との連携強化

1) 学校安全対策の推進

2) 地域を活用した教育活動の推進

1) いじめ・不登校等に対する効果的な取組の推進

2) 専門的人材を活用したいじめ問題の解決

3) 不登校児童・生徒への学習機会の充実

4) 不登校実態調査の実施

1) 一人ひとりに応じた生活支援・学習支援の実施

2) 外国人児童・生徒とその家庭への支援

1) 障害理解への取組の充実

2) ICTを活用した学習支援の推進

3) 医療的ケア児支援体制の充実

令和３年度　点検・評価における主な取組項目（案）【教育分野】

教育・子育て大綱（R3版）

１　教育の質の
　　向上

①学力・体力・豊かな心が
　調和した学びの充実

②教員の資質・能力の向上

③学校の教育環境の整備

２　家庭や地域と
　　連携した教育
    の推進

①家庭教育への支援

②学校運営や教育活動にお
　ける家庭や地域との協働

３　支援が必要な
　  子どもたちへの
    取組の充実

①いじめ・不登校などへの
　対応

②さまざまな家庭環境で育
　つ子どもたちへの支援

③障害のある子どもたちな
　どへの支援



点検・評価

取組の視点 重点施策 主な取組項目

1) 乳幼児親子の身近な相談場所の拡充

2) オンラインによる相談と情報発信の充実

1) 都との連携強化

2) 子ども家庭支援センターによる支援体制の充実

1) 発達の不安や障害のある親子支援の充実

2) 障害児保育の充実

3) ひとり親家庭等への支援

1) 練馬こどもカフェの拡充

2) 子育てのひろばの増設

3) 公園等を活用した外遊びの取組

②練馬こども園の充実 1) 練馬こども園の拡大

1) 保育施設の定員拡大

2) 窓口や保育施設のICT化の推進

3）保育サービス水準の向上

①安全で充実した放課後
　の居場所づくり

1) ねりっこクラブの拡大

1) 乳幼児親子向けの児童館機能の充実

2) 中高生居場所づくり事業の充実

1）青少年の野外活動・地域交流事業等の推進

2) 青年リーダーの養成、若者の企画運営事業の推進

3) 若者の自立に向けた相談・支援

令和３年度　点検・評価における主な取組項目（案）【子育て分野】

教育・子育て大綱（R3版）

１　子どもと子育て
　　家庭の支援の
    充実

①相談支援体制の充実

②新しい児童相談体制の
　充実

③支援が必要な子どもたち
　と家庭への取組の充実

２　子どもの教育・
　保育の充実

①家庭での子育て支援サー
　ビスの充実

③保育サービスの充実

３　子どもの居場所
　と成長環境の充
　実

③青少年の健全育成・若
　者の自立支援

②児童館機能の充実



 

 

 

令 和 ３ 年 ９ 月 ３ 日 

教育振興部教育総務課 

 

令和２年度歳入歳出決算について 

 

１ 決算概要 

（１）区一般会計から見た教育関係費の割合                （単位：千円） 

 区一般会計 

歳出決算額① 

教育関係費 

歳出予算現額② 

教育関係費 

歳出決算額③ 

翌年度繰越額 

不用額 

(②－③) 

執行率 

(③／②) 

構成比 

(③／①) 

平成 28年度 256,454,510 86,034,135 83,877,289 2,156,846 97.5％ 32.7％ 

平成 29年度 246,985,843 91,155,848 88,579,559 2,576,289 97.2％ 35.9％ 

平成 30年度 261,065,739 96,640,514 94,396,599 2,243,915 97.7％ 36.2％ 

令和元年度 268,248,659 102,108,441 99,082,466 3,025,975 97.0％ 36.9％ 

令和２年度  

 

349,042,496 

 

 

105,136,568 

 

 

100,337,576 

繰明 266,286 

事繰 12,860 

4,519,846 

 

 

95.4％ 

 

 

28.7％ 

 

（２）教育関係費の内訳                         （単位：千円） 

令和２年度 歳出予算現額② 歳出決算額③ 

翌年度繰越額 

不用額 

（②－③） 

執行率 

（③／②） 

(参考)３年度 

当初予算額 

教 育 費  

32,982,862 

 

31,399,737 

繰明 266,286 

1,316,839 

 

95.2％ 

 

32,644,314 

内訳 

教育総務費 8,011,073 7,721,569 289,504 96.4％ 8,230,093 

小 学 校 費  

11,973,151 

 

11,464,559 

繰明 146,099 

362,492 

 

95.8％ 

 

12,689,925 

中 学 校 費  

6,700,194 

 

6,437,039 

繰明 120,086 

142,969 

 

96.1％ 

 

5,490,036 

幼 稚 園 費 6,298,444 5,776,570 521,874 91.7％ 6,234,260 

こども家庭費  

72,153,706 

 

68,937,839 

事繰   12,860 

3,203,007 

 

95.5％ 

 

72,580,593 

総  計  

 

105,136,568 

 

 

100,337,576 

繰明 266,286 

事繰   12,860 

4,519,846 

 

 

95.4％ 

 

 

105,224,907 

 

２ 令和２年度主要事業成果報告書（教育費・こども家庭費） 

別紙のとおり 
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事 業 名 ⑴　 家庭での子育て支援サービスの充実 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
１ 　 子育てのかたちを選択できる

社会の実現
款 こ ども 家庭費 項 こ ども 家庭費 目 こ ども 家庭総務費

１ 　 事業概要

（ 1）　 子育てのひろ ば

　 0～3 歳の乳幼児親子が自由に来室し て交流ができる ほか、 子育て相談も 受け付けている。 公設の子育てのひろ ば

ぴよぴよを運営し ているほか、 Ｎ Ｐ Ｏ 法人等が運営する民設子育てのひろばへ補助金を交付し ている。

（ 2）　 外遊びの事業（ おひさ まぴよぴよ）

　 0～3 歳の乳幼児親子が、 公園の中で自然と ふれあいながら 交流でき る 屋外の遊び場を提供する ほか、 保育士等の

有資格者を配置し 、 子育て相談も 受け付けている。

（ 3）　 発達に不安のある親子のひろ ば事業（ のびのびひろ ば）

　 区内 5 か所の子ども 家庭支援センタ ーで、 発達に不安のある親子を対象にし たひろ ば事業を実施し 、 必要に応じ

てセンタ ーの相談員による子育て相談を受け付けている。

（ 4）　 憩いの森などを活用し た外遊び事業

　 概ね 3 歳以上の未就学児と その保護者を 対象に、 大規模公園などの大き なフ ィ ールド を 活用し て、 子ども の興味

関心に合わせて親子で散策する移動型の外遊び事業を実施する。

（ 5）　 乳幼児一時預かり 事業

　 区内 5 か所の子ども 家庭支援センタ ー内のぴよぴよ で、 生後 6 か月から 就学前までの児童を 対象に実施し ている

一時預かり 事業。 令和 2 年度から イ ンタ ーネッ ト 予約システムの運用を開始し 、 利便性の向上を図っ ている。

（ 6）　 フ ァ ミ リ ーサポート 事業

　 区が実施する講習会を修了し た有償ボラ ンティ ア（ 援助会員） が、 利用会員登録をし た区民の子ども を１ 対１ で

預かる育児支えあい事業。 令和 2 年度から は、 軽度障害児の受入を開始し ている。

（ 7）　 練馬こ ども カ フ ェ

　 民間カ フ ェ 等と 協働し 、 子ども が学び、 遊ぶ機会や、 保護者が交流し たり リ ラ ッ ク スでき る環境を提供するため、

令和元年度に「 練馬こ ども カ フ ェ 」 を 創設し た。 民間カ フ ェ 等が無償で提供する 店舗スペースを活用し 、 地域の幼

稚園教諭や保育士等によ る 保護者向けの子育て講座、 育児相談や乳幼児向けの教育サービ ス等を 実施する こ と で、

在宅子育て世帯への支援を行う 。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）子育てのひろ ば
講師謝礼
消耗品費および図書購入費
玩具購入費
修繕料　
洗濯料
子育てのひろ ば運営業務
委託料
指定管理者管理業務費
洗濯機等購入費
運営費補助金

578,000
743,000
689,000
18,000

118,000

56,914,000

45,133,000
531,000

106,960,000

158,000
735,859
688,336
12,320
42,280

56,913,216

45,132,839
505,450

106,626,000

420,000
7,141

664
5,680

75,720

784

161
25,550

334,000

27.3
99.0
99.9
68.4
35.8

100.0

100.0
95.2
99.7

国庫支出金
71,798,000

都支出金
71,798,000

67,218,300

（ 2）外遊びの事業
　（ おひさ まぴよぴよ）
　 業務委託料

1,923,000 1,923,000 0 100
都支出金

961,500 961,500

（ 3）発達に不安のある親子のひ
ろば事業（ のびのびひろば） 都支出金

2,579,000　 委託料 5,157,000 5,156,600 400 100.0 2,577,600
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区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

（ 4）憩いの森などを活用し た
　 外遊び事業
　 事業補助金 818,000 391,000 427,000 47.8 0 391,000

（ 5）乳幼児一時預かり 事業
　 乳幼児一時預かり 事業
　 委託料
　 乳幼児一時預かり 事業予約
　 管理システム保守等委託料
　 電算機賃借料

　

135,822,000

4,615,000

459,000

　

124,136,797

4,614,060

419,760

　

11,685,203

940

39,240

　

91.4

100.0

91.5

　
国庫支出金

23,443,000
都支出金

23,443,000

　
82,284,617

（ 6）フ ァ ミ リ ーサポート 事業
　 傷害等保険料
　 運営業務委託料

1,835,000
32,268,000

1,814,010
29,230,818

20,990
3,037,182

98.9
90.6

国庫支出金
6,853,000

都支出金
6,853,000

17,338,828

（ 7）練馬こ ども カ フ ェ
　 消耗品費
　 講師派遣委託料

24,000
722,000

23,904
433,400

96
288,600

99.6
60.0

都支出金
967,000 －509,696

合　 　 計 395,327,000 378,957,649 16,369,351 95.9 208,695,500 170,262,149

３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）子育てのひろ ば
計27か所

計27か所 検討 1か所開設 －

（ 2）外遊びの事業
（ おひさ まぴよぴよ）
計8か所

計7か所 － － －

（ 3）発達に不安のある 親子の
ひろ ば事業（ のびのびひろ
ば）（ 5か所）

月2回実施（ 4か所）
月1回または2回実施

（ 1か所）

月2回実施（ 4か所）
月1回または2回実施

（ 1か所）
実施 実施 －

（ 4）憩いの森など を 活用し た
外遊び事業

開始 充実
充実

（ 年4回実施）
－

（ 5）乳幼児一時預かり 事業
イ ンタ ーネッ ト 予約
システム運用開始

構築 運用開始 運用開始 －

（ 6）フ ァ ミ リ ーサポート 事業
軽度障害児受入れ実施

検討 開始 開始 －

（ 7）練馬こ ども カ フ ェ
7か所

3か所 2か所 2か所 100
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４ 　 事業実績

（ 1）　 子育てのひろ ば

施設数　 　 27 か所（ 内訳： 公設 11 か所／民設 16 か所）

利用人数　 延 158,280 人（ 内訳： 公設 111,391 人／民設 46,889 人）

※民設 16 か所のう ち、 既存 1 施設は令和 2 年度末に閉室し た。

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 公設は令和 2 年 4 月 11 日から 5 月 31 日まで臨時休室し 、 電

話相談のみ受け付けた。 また、 令和 2 年 6 月 1 日から 9 月 22 日までおよび令和 3 年 1 月 12 日から 3 月 21 日まで

は、 入室人数制限を実施し たほか対面講座を中止し た。

なお、 入室人数制限等を実施し たこ と を受け、 オンラ イ ンひろばを実施し た。

実施回数　 109 回

参加人数　 延 1,096 人

（ 2）　 外遊びの事業（ おひさ まぴよぴよ）

実施回数　 244 回（ 7 か所）

利用人数　 延 21,670 人

新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 令和 2 年 4 月 13 日から 6 月 15 日までは、 事業を中止し た。

（ 3）　 発達に不安のある親子のひろ ば事業（ のびのびひろ ば）

実施回数　 計 86 回

利用人数　 延 1,382 人

新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 令和 2 年 4 月 11 日から 6 月 30 日までは、 事業を中止し た。

また、 令和 2 年 7 月 1 日から 9 月 30 日までおよび令和 3 年 1 月 12 日から 3 月 21 日までは、 入室人数制限および

事前予約制を導入し 実施し た。

（ 4）　 憩いの森などを活用し た外遊び事業

実施回数　 年 4 回

参加者数　 延 216 人

（ 5）　 乳幼児一時預かり 事業

乳幼児一時預かり 事業の利便性の向上のため、 イ ンタ ーネッ ト 予約システムの運用を開始し た。

受入枠数　 年間 30,289 人分

利用人数　 延 20,863 人

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 令和 2 年 4 月 11 日から 5 月 27 日までは、 強い利用自粛を要

請し 、 令和 2 年 5 月 28 日から 9 月 30 日までは、 定員を 5 割に抑制し 事業を実施し た。

（ 6）　 フ ァ ミ リ ーサポート 事業

利用件数　 延 11,650 件

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 令和 2 年 4 月 11 日から 5 月 27 日までは、 利用自粛を要請し

た。

（ 7）　 練馬こ ども カ フ ェ

5 か所で、 全 25 回開催し た。（ ※こ の他 1 か所で 1 回プレ開催）

新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 令和 2 年 4 月から 6 月までおよび令和 3 年 1 月から 3 月 21 日

までは開催を 中止し た。 事業の再開にあたっ ては、 規模を 縮小する などの対策を実施し た。 また、 開催規模を縮

小し たこ と を受け令和 2 年 9 月から はオンラ イ ン版を開始し 、 全 8 回開催し た。

参加者数　

　 店舗開催　 　 　 　 　 親子延 93 組（ ※こ の他、 プレ開催に親子 3 組が参加）

　 オンラ イ ン開催　 　 親子延 20 組
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事 業 名 ⑵　 保育所待機児童の解消 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
１ 　 子育てのかたちを選択できる

社会の実現
款 こ ども 家庭費 項 こ ども 家庭費 目

こ ども 家庭総務費
保育委託費

児童福祉施設建設費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 保育所の拡充　

①　 私立認可保育所の整備　

　 　 待機児童数ゼロが当たり 前のも のと し て定着でき る よう 必要な供給量を確保する ため、 私立認可保育所の整備

を進める。

②　 区立保育園の改築　

　 　 待機児童数ゼロが当たり 前のも のと し て定着でき る よう 必要な供給量を確保する ため、 区立保育園の改築に合

わせて保育定員を拡大する。 　

　（ 2）　 安心し て保育サービスを利用できる仕組みづく り 　

　 保護者が安心し て保育サービスを利用でき るよう にするため、 各保育園の運営状況の「 見える化」、 利用者の相談

や意見・ 要望等に対応する仕組みをつく る。 　

　（ 3）　 多様な保育サービスの充実　

　 新規開設の私立認可保育所や区立保育園の委託拡大により 、 延長保育事業を充実するなど多様な保育ニーズに対

応する。 また、 保護者から のニーズの増加を踏まえ、 病児・ 病後児保育施設を整備する。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）保育所の拡充
①私立認可保育所の整備
　 施設整備費補助金

1,104,828,000 1,068,280,000 36,548,000 96.7

国庫支出金
295,332,000

都支出金
616,279,000

156,669,000

②区立保育園の改築 0 0 0 －

（ 2）安心し て保育サービ スを
利用でき る仕組みづく り

保育の見える 化等検討経費 － － － － － －

（ 3）多様な保育サービスの充実

扶助費 38,535,000 36,426,000 2,109,000 94.5

国庫支出金
1,400,000

都支出金
1,400,000

33,626,000

合　 　 計 1,143,363,000 1,104,706,000 38,657,000 96.6 914,411,000 190,295,000

３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）保育所の拡充
①私立認可保育所の整備
　 計181所
　（ 定員15,660人）

計181所
（ 定員15,601人）

検討
9所

（ 定員474人）
－

②区立保育園の改築
上石神井第三保育園の
改築による定員増

中断中 工事 中断中 －

（ 2）安心し て保育サービ スを
利用でき る仕組みづく り

検討 実施 実施 －
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令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

（ 3）多様な保育サービスの充実
延長保育
計150か所

計130か所 18か所開始 18か所開始 100

病児・ 病後児保育
計8か所

計8か所 － － －

４ 　 事業実績

（ 1）　 保育所の拡充　

①　 私立認可保育所の整備

　 　 私立認可保育所新設 9 か所（ 分園 1 か所含む）、 既存施設の定員増などにより 定員を拡大し た。

②　 区立保育園の改築

　 　 都営住宅転居拒否者のため解体工事着手が遅れたため、 上石神井第三保育園の改築工事は中断中。

（ 2）　 安心し て保育サービスを利用でき る仕組みづく り

①　 地域型保育事業の第三者評価受審のための補助の創設。 区の指導検査結果の公表。

　 　 新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大を防止するため補助事業は延期し た。

②　 区立保育園（ 直営・ 委託） への ICT ソ フ ト 導入および検討

　 　 区立保育園（ 委託） 1 か所で検証実施

③　 東京都指定キャ リ アアッ プ研修の練馬区での実施

　 　 新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大を防止するため延期し た。

（ 3）　 多様な保育サービスの充実

　 令和 2 年 4 月に開設し た私立認可保育所 16 か所および新規区立委託園 2 か所で、 延長保育を開始し た。
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事 業 名 ⑶　「 練馬こ ども 園」 の充実 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
１ 　 子育てのかたちを選択できる

社会の実現
款 教育費 項 幼稚園費 目 教育振興費

１ 　 事業概要

　 通年（ 夏・ 冬・ 春休みも 含む） で 11 時間（ 標準型） 保育を実施する私立幼稚園を練馬こ ども 園と し て認定し ている。

また、 令和元年度に、 短時間型（ 9 時間以上 11 時間未満） および低年齢型（ 0～2 歳児） を創設し た。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

一時預かり 事業補助金 277,097,000 249,408,922 27,688,078 90.0

国庫支出金
48,111,891

都支出金
148,650,766

52,646,265

合　 　 計 277,097,000 249,408,922 27,688,078 90.0 196,762,657 52,646,265

３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

練馬こ ども 園
計25園

計20園 3園認定 2園認定 66.7

４ 　 事業実績

　 練馬こ ども 園と し て、 新たに 2 園（ 標準型 1 園、 短時間型 1 園） を認定し た。

　 令和元年度に 4 園認定し ており 、 令和元・ 2 年度の通算計画 6 園を達成し ている。

　 令和 2 年度末時点で 22 園認定（ 低年齢型 2 園のう ち 1 園は標準型と し て認定し ている園と 重複認定）。

　 実園数は 21 園。
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事 業 名 ⑹　 乳幼児親子の身近な相談場所の拡充 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
２ 　 子ども の成長に合わせた切れ

目のないサポート の充実
款 こ ども 家庭費 項 こ ども 家庭費 目 こ ども 家庭総務費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 外遊びの事業（ おひさ まぴよぴよ）

　 0～3 歳の乳幼児親子が、 公園の中で自然と ふれあいながら 交流でき る 屋外の遊び場を提供する ほか、 保育士等の

有資格者を配置し 、 子育て相談も 受け付けている。

　（ 2）　 発達に不安のある親子のひろ ば事業（ のびのびひろ ば）

　 区内 5 か所の子ども 家庭支援センタ ーで、 発達に不安のある親子を対象にし たひろ ば事業を実施し 、 必要に応じ

てセンタ ーの相談員による子育て相談を受け付けている。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）外遊びの事業
（ おひさ まぴよぴよ）

業務委託料 3,936,000 3,936,000 0 100

都支出金
1,968,000 1,968,000

（ 2）発達に不安のある 親子の　 　
ひろ ば事業（ のびのびひ　 　
ろ ば）【 再掲】 ※

－ － － － － －

合　 　 計 3,936,000 3,936,000 0 100 1,968,000 1,968,000

※…計画１ 　 事業⑴-（ 3）の再掲。 事業費は事業⑴-（ 3）に計上し ている。

３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）外遊びの事業
（ おひさ まぴよぴよ）
（ 8か所）

相談員の配置
8か所

7か所配置 － － －

（ 2）発達に不安のある 親子の
ひろば事業（ のびのびひろ
ば）（ 5か所）

月2回実施（ 4か所）
月1回または2回実施

（ 1か所）

月2回実施（ 4か所）
月1回または2回実施

（ 1か所）
実施 実施 －

４ 　 事業実績

　（ 1）　 外遊びの事業（ おひさ まぴよぴよ）

　 実施回数　 244 回（ 7 か所）

　 利用人数　 延 21,670 人

　 新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 令和 2 年 4 月 13 日から 6 月 15 日までは、 事業を中止し た。

　（ 2）　 発達に不安のある親子を対象にし たひろ ば事業（ のびのびひろ ば）

　 実施回数　 計 86 回
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　 利用人数　 延 1,382 人

　 新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大防止のため、 令和 2 年 4 月 11 日から 6 月 30 日までは、 事業を中止し た。

　 また、 令和 2 年 7 月 1 日から 9 月 30 日までおよび令和 3 年 1 月 12 日から 3 月 21 日までは、 入室人数制限および

事前予約制を導入し 実施し た。
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事 業 名 ⑻　 新し い児童相談体制の構築 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
２ 　 子ども の成長に合わせた切れ

目のないサポート の充実
款 こ ども 家庭費 項 こ ども 家庭費 目 こ ども 家庭総務費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 子ども 家庭支援センタ ーによる支援体制の充実

①　 支援体制の強化

　 　 増加する相談に対応するため、 専門職を増員する。

②　 スーパーバイ ザーの配置（ 弁護士・ 児童相談所 OB）

　 　 法的判断を含む相談の増加に対応するため、 スーパーバイ ザーを配置する。

　（ 2）　 都児童相談センタ ーと の連携強化

①　 都と の協議

　 　 練馬区虐待対応拠点を設置し 、 都児童相談所と 連携し て虐待防止に取り 組んでいく ための協議を行う 。

②　 都児童相談センタ ーへの区職員派遣

　 　 連携強化を図るため、 区職員を都児童相談センタ ーへ派遣する。

③　 要支援家庭を対象と し たショ ート ステイ 事業

　 　 支援を要する家庭の児童（ 0～12 歳） を対象に、 施設で養育すると と も に、 生活指導等を行う 。

④　 協力家庭によるショ ート ステイ 事業の実施

　 　 施設での実施に加えて地域の養育家庭のう ち 、 協力いただける 家庭でのショ ート ステイ 事業「 家庭型子ども

ショ ート ステイ 事業」 を実施する。

⑤　 都児童相談センタ ーから の事案送致・ 指導措置委託

　 　 都児童相談セン タ ーと の、 事案送致やルールについて共通認識に基づいた制度運用についての協議を 踏まえ、

区が事案対応を行う 。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）子ど も 家庭支援セン タ ー
による支援体制の充実

スーパーバイ ザーの配置
（ 弁護士・ 児童相談所OB等）

　 報償費
　 委託料（ 弁護士法務相談）

864,000
1,170,000

432,000
936,000

432,000
234,000

50　
80　

国庫支出金
1,017,000 351,000

（ 2）都児童相談セン タ ーと の
連携の強化

要支援家庭を 対象と し た
ショ ート ステイ 事業

国庫支出金
650,000

都支出金
6,827,000

短期入所（ 要支援ショ ー
ト ステイ ）事業委託料

16,463,000 15,677,017 785,983 95.2 8,200,017

協力家庭によ る シ ョ ート
ステイ 事業の実施

短期入所（ ショ ート ステ
イ ）事業委託料

838,000 0 838,000 0　

合　 　 計 19,335,000 17,045,017 2,289,983 88.2 8,494,000 8,551,017
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３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）子ど も 家庭支援セン タ ー
による支援体制の充実

①支援体制の強化
増員

（ 心理2人）
（ 福祉3人）

－
増員

（ 心理2人）
（ 福祉4人）

－

②ス ーパーバイ ザーの配
置（ 弁護士・ 児童相談所
OB等）

配置
（ 弁護士延24人）

（ 児童相談所OB延22人）
－ － －

（ 2）都児童相談セン タ ーと の
連携の強化

①都と の協議
　 都と 共同で 取り 組む仕

組みの構築
協議 協議

都と 共同で取り
組む仕組みの構築

－

②都児童相談セ ン タ ーへ
の区職員派遣

　 拡大

課長級
（ 通年1人）
（ 月2回1人） － － －

一般職員
（ 通年2人）

③要支援家庭を 対象と し
たシ ョ ート ス テ イ 事業
受入対象年齢の拡大

拡大
（ 対象年齢0～12歳）

検討 検討 －

④協力家庭によ る シ ョ ー
ト ステイ 事業の実施

検討 開始 開始 －

⑤都児童相談センタ ー
　 から の事案送致・ 指導

措置委託
開始 実施 実施 －

４ 　 事業実績

　（ 1）　 子ども 家庭支援センタ ーによる支援体制の充実

①　 支援体制の強化

　 　 練馬子ども 家庭支援センタ ーの専門職を増員し 、 増加する虐待通告等に対応し た。

　 　 心理　 2 人増　 福祉　 4 人増

②　 スーパーバイ ザーの配置（ 弁護士・ 児童相談所 OB）

　 　 親権等法的判断を含む相談や児童相談所から の事案送致等に対応でき るよ う 弁護士や児童相談所 OB が練馬子

ども 家庭支援センタ ー支援検討会議へ参画し 、 スーパーバイ ズ等の支援を実施し た。

　 　 弁護士　 延 24 人　 　 児童相談所 OB　 延 24 人

　（ 2）　 都児童相談センタ ーと の連携の強化

①　 都と の協議

　 　 都と の協議を踏まえ、 練馬子ども 家庭支援センタ ー内に都区共同の「 練馬区虐待対応拠点」 を設置し た。

　 　 拠点において、 区の地域に根差し たき め細かい支援と 、 都の広域的・ 専門的な支援を 適切に組み合わせ、 迅速

かつ一貫し た児童虐待への対応を実現し ている。

　 　 練馬区虐待対応拠点における都区連携実績　 236 件

②　 都児童相談センタ ーへの区職員派遣

　 　 平成 29 年度に都と 締結し た、 児童相談に係る連携強化事業の実施に関し ての協定に基づき 、 区職員の派遣を実

施し た。

　 ・ 管理職（ 通年 1 人、 月 2 回 1 人）

　 ・ 一般職員（ 通年 2 人）
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③　 要支援家庭を対象と し たショ ート ステイ 事業

　 　 支援が必要な家庭の児童（ 0 歳～12 歳） を最大 14 日間、 施設において養育し 、 生活指導や行動観察を行う と と

も に、 保護者の支援を行い、 養育状況の改善を図っ た。

　 　 利用人数　 延 211 人

④　 協力家庭によるショ ート ステイ 事業の実施

　 　 2 歳から 小学 6 年生を対象と し た家庭型子ども ショ ート ステイ 事業を、 令和 3 年 1 月から 開始し た。

　 　 登録家庭数　 8 家庭

⑤　 都児童相談センタ ーから の事案送致・ 指導措置委託

　 　 令和元年 10 月から 東京都と の協議を踏まえて、 区による事案対応を行っ た。

　 　 都児童相談センタ ーから の送致件数　 232 件
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事 業 名 ⑼　 ねり っ こ ク ラ ブの全小学校での実施 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
３ 　 すべての小学生を対象に放課

後の居場所づく り
款 こ ども 家庭費 項 こ ども 家庭費 目

こ ども 家庭総務費
児童福祉施設費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 ねり っ こ ク ラ ブの全小学校での実施

　 学童ク ラ ブの待機児童を解消し 、 すべての小学生が安全かつ充実し た放課後を過ごすこ と ができるよう 、 小学校の

施設を活用し て、「 学童ク ラ ブ」「 学校応援団ひろば事業」 それぞれの機能や特色を維持し ながら 、 事業運営を一体的

に行う 「 ねり っ こ ク ラ ブ」 を実施する。 平成 28 年度から 事業を開始し 、 令和 3 年度から 計 37 校で実施し ている。

　（ 2）　 夏休み居場所づく り 事業の拡充

　 　 　  「 ねり っ こ ク ラ ブ」 実施の進捗や待機児童の状況に応じ て、 夏休み居場所づく り 事業を実施する。

　（ 3）　 民間学童保育の拡充

　 駅前での開設、 長時間保育の実施など、 多様な区民ニーズに応えると と も に、 今後のねり っ こ ク ラ ブの担い手の

育成のため、 民間事業者を支援する。

　（ 4）　 キッ ズ安心メ ールの利用拡大

　 現在、 ねり っ こ ク ラ ブ、 学童ク ラ ブ、 児童館等で利用さ れている 「 キッ ズ安心メ ール」 を学校応援団ひろ ば室へ

も 設置する。

　（ 5）　 児童館の機能の見直し

　 小学生の居場所と なる「 ねり っ こ ク ラ ブ」 の拡大に合わせ、 児童館等の機能を見直す。

　 中学生・ 高校生向け事業を充実する。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）ねり っ こ ク ラ ブ の全小学　 　
校での実施

使用料
127,513,700

国庫支出金
209,388,000

都支出金
387,654,834

601,479,857

運営業務委託事業者選定
委員会委員謝礼

270,000 120,000 150,000 44.4

消耗品費 13,440,000 13,439,199 801 100.0

修繕料 201,000 6,600 194,400 3.3

廃棄物処理費 831,000 512,050 318,950 61.6

運営業務等委託料 1,499,096,000 1,296,426,415 202,669,585 86.5

教室改修等工事費 6,023,000 5,948,359 74,641 98.8

冷蔵庫等購入費 9,911,000 9,583,768 327,232 96.7

（ 2）夏休み居場所づく り 事業
の拡充

都支出金
3,816,781

夏休み居場所づく り 事業
委託料

12,454,000 12,452,472 1,528 100.0 8,635,691

（ 3）民間学童保育の拡充

運営費補助金 35,920,000 29,059,000 6,861,000 80.9

国庫支出金
8,735,355

都支出金
9,596,275

10,727,370

（ 4）キッ ズ安心メ ールの利用
拡大

運営業務等委託料 1,014,000 872,177 141,823 86.0
0 3,511,627

読取端末機器賃借料 2,640,000 2,639,450 550 100.0

（ 5）児童館の機能の見直し
中高生カ フ ェ 事業用消耗品費 260,000 0 260,000 0　 0 0

合　 　 計 1,582,060,000 1,371,059,490 211,000,510 86.7 746,704,945 624,354,545
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３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）ねり っ こ ク ラ ブの実施
計35校

計19校 8校開始 8校開始 100

（ 2）夏休み居場所づく り
事業の実施
11校

10校 11校 12校 109.1

（ 3）民間学童保育の拡充
運営費助成
13施設

13施設 拡大
拡大

（ 2施設）
－

（ 4）キッ ズ安心メ ールの利用
拡大
計20校設置

準備 10校設置 10校設置 100

（ 5）児童館の機能の見直し
中学生・ 高校生向け
事業を実施

充実 充実 縮小 －

４ 　 事業実績

　（ 1）　 ねり っ こ ク ラ ブの全小学校での実施

・ 平成 28 年 4 月から 3 小学校で開始（ 豊玉小、 田柄第二小、 向山小）

・ 平成 29 年 4 月から 5 小学校で開始（ 中村西小、 北町西小、 高松小、 関町小、 大泉学園小）

・ 平成 30 年 4 月から 5 小学校で開始（ 春日小、 谷原小、 北原小、 立野小、 富士見台小）

・ 平成 31 年 4 月から 6 小学校で開始（ 豊玉東小、 開進第三小、 田柄小、 光が丘第八小、 石神井台小、 上石神井小）

・ 令和 2 年 4 月から 8 小学校で開始（ 仲町小、 練馬小、 光が丘春の風小、 光が丘秋の陽小、 石神井東小、 大泉第三

小、 大泉学園緑小、 八坂小）

　（ 2）　 夏休み居場所づく り 事業の拡充

　 令和元年度までに実施し た豊玉南小、 大泉小、 大泉北小に加え、 新たに中村小、 開進第一小、 開進第二小、 開進

第四小、 練馬第二小、 練馬東小、 旭町小、 大泉第二小、 大泉第六小で実施。

　（ 3）　 民間学童保育の拡充

　 令和 2 年度から 新規開設し た 2 施設（ 関町南アフ タ ースク ール、 明光学童ク ラ ブ大泉学園） を含む 15 施設を運営

する事業者に、 運営費の助成を行っ た。

　（ 4）　 キッ ズ安心メ ールの利用拡大

　 学校応援団ひろ ば 10 校に設置。

　（ 5）　 児童館の機能の見直し

　 中学生・ 高校生向け事業と し て、 皆で食べ（ 飲み） ながら 、 皆で話し 、 職員が個々の児童に寄り 添う こ と で「 相

談」 機能を 強化する 目的で行う 「 中高生カ フ ェ 」 を実施。 飲食を伴う 事業であるこ と から 、 新型コ ロ ナウイ ルス感

染症の感染拡大防止のため縮小。
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事 業 名 ⑽　 教育の質の向上 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
４ 　 夢や目標を持ち困難を乗り 越

える力を備えた子ども たちの
育成

款
総務費
教育費

項

総務管理費
教育総務費
小学校費
中学校費

目

一般管理費
学校教育総務費

教育指導費
学校営繕費

学校施設整備費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 ICT 環境の整備の推進

　「 練馬区学校 ICT 環境整備計画」 に基づき、 ICT を 効果的に活用し 、 わかり やすく 理解の深まる 授業を 実施する

ために、 大型提示装置（ 電子黒板）・ 教室用パソ コ ン 等の教室 ICT 機器を、 区立の小中学校のすべての普通教室等

に配備し 、 児童・ 生徒全員にタ ブレッ ト パソ コ ンを配備する。

　（ 2）　 学校図書館の機能強化

　 区立小中学校と 区立図書館と が連携し て、 すべての学校図書館の情報化、 人的配置などを推進する こ と で、 学校

図書館の機能を強化する。

　 適切な蔵書を 行う と と も に、 学校図書館を 授業で活用する こ と で、 児童・ 生徒の調べ学習等を 充実さ せる ため、

令和 2 年度までに全区立小中学校に学校図書館蔵書管理システムを導入する。

　（ 3）　 小中学校校舎等の改築の推進

　 学校施設の部分改築または全部改築を行う 。

　（ 4）　 小中学校体育館の空調設備の整備

　 概ね 7 か年で小中学校全校の体育館に空調設備を設置し 、 良好な教育環境を整備する。

　（ 5）　 小中学校ト イ レの改修

　 小中学校の 2 系統目以降のト イ レ改修を計画的に進め、 衛生的な環境を整備する。

　（ 6）　 区立学校の適正配置

　 今後の児童・ 生徒数の動向や施設の改築時期、 小中一貫教育の取組等を踏まえ、 区立学校の適正規模・ 適正配置

のあり 方等について検討を進める。

　（ 7）　 小中一貫教育の推進

　 小中一貫教育校大泉桜学園を はじ めと する全区立小中学校において、 小学校と 中学校が学習指導や生活指導にお

ける連携を 図り 、 義務教育 9 年間を見通し た教育課程（ 課題改善カ リ キュ ラ ム） 等のも と で、 児童・ 生徒の発達段

階に応じ た計画的・ 継続的な教育活動を行う 。

　（ 8）　 教員の働き方改革

　 教員が子ども たちと 向き 合う 時間を確保し 、 児童・ 生徒一人ひと り に応じ た指導を充実するため、「 練馬区立学校

（ 園） の教員の働き 方改革推進プラ ン」 に基づき 、 教員の業務改善（ 働き 方改革） を行う 。 部活動のあり 方に関する

方針に基づく 指導・ 運営体制を構築するほか、 会計処理を迅速・ 正確に行う ために、 令和元年度から 学校徴収金管

理システムを運用し ている。

　（ 9）　 英語指導の充実

　 学習指導要領の改訂に伴い、 令和 2 年度から 小学校 3・ 4 年生で「 外国語活動」 が導入さ れるこ と を受けて、 こ れ

まで 5・ 6 年生の授業で行っ ていた A LT （ 外国語指導助手） の配置を 3・ 4 年生に拡大する。
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２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

（ 1）ICT 環境の整備の推進

教室ICT 環境整備費 307,342,000 307,341,660 340 100.0
0 571,181,921

児童生徒タ ブレ ッ ト 整備費 263,841,000 263,840,261 739 100.0

（ 2）学校図書館の機能強化

　 0 135,238,113　

消耗品費および印刷費 2,352,000 2,341,926 10,074 99.6

読書活動支援業務等委託料 88,528,000 88,528,000 0 100

システム構築等委託料 6,486,000 5,881,700 604,300 90.7

書誌データ 作成委託料 4,361,000 4,360,400 600 100.0

蔵書データ 化作業委託料 25,476,000 24,821,674 654,326 97.4

システム保守等委託料 7,312,000 6,674,247 637,753 91.3

機器等賃借料 2,644,000 2,630,166 13,834 99.5

（ 3）小中学校校舎等の改築の
推進

国庫支出金
815,434,000

特別区債
1,682,900,000

2,947,575,769

初度調弁費（ 一般需用費） 98,076,000 92,736,426 5,339,574 94.6

移転料 16,929,000 14,599,200 2,329,800 86.2

業務委託料 39,600,000 39,600,000 0 100　

廃棄物処理等委託料 15,198,000 11,945,000 3,253,000 78.6

設計等委託料 139,909,000 137,100,760 2,808,240 98.0

工事監理委託料 64,351,000 64,351,000 0 100　

厨房備品移設等委託料 9,651,000 8,328,100 1,322,900 86.3

仮設校舎等賃借料 565,277,000 565,277,000 0 100　  

改築等工事費 4,228,722,000 4,224,375,633 4,346,367 99.9

初度調弁費（ 備品購入費） 289,166,000 287,596,650 1,569,350 99.5

（ 4）小中学校体育館の空調設
備の整備

小学校

設計等委託料（ 8校） 27,799,000 27,791,174 7,826 100.0
都支出金

308,111,000 695,053,419
一般改修工事費（ 7校） 662,177,000 514,899,000 147,278,000 77.8

中学校

設計等委託料（ 5校） 19,963,000 19,958,345 4,655 100.0

一般改修工事費（ 5校） 461,899,000 440,515,900 21,383,100 95.4

（ 5）小中学校ト イ レの改修

国庫支出金
109,712,000

都支出金
62,962,000

小学校

設計等委託料（ 4校） 16,839,000 16,658,400 180,600 98.9

332,047,903一般改修工事費（ 3校） 258,259,000 258,258,103 897 100.0

中学校

設計等委託料（ 2校） 5,660,000 5,654,000 6,000 99.9

一般改修工事費（ 3校） 224,154,000 224,151,400 2,600 100.0

（ 6）区立学校の適正配置

委員謝礼 60,000 2,000 58,000 3.3

14,958消耗品費および印刷費 145,000 0 145,000 0　 0

会議録作成委託料 98,000 12,958 85,042 13.2
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区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

（ 7）小中一貫教育の推進 　 　 　 　

講師等謝礼 1,533,000 701,800 831,200 45.8

0 1,725,563
消耗品費および印刷費 1,812,000 997,847 814,153 55.1

会議録作成委託料 130,000 25,916 104,084 19.9

会場使用料 117,000 0 117,000 0　

（ 8）教員の働き 方改革

①部活動のあり 方に関する
方針に基づく 取組の実施

都支出金
2,030,000 37,882,291

　 部活動指導員人件費 5,399,000 3,838,523 1,560,477 71.1

　 部活動外部指導員謝礼 53,703,000 31,172,500 22,530,500 58.0

②学校徴収金管理シ ス テ
ムの運用

　 システム利用料 2,403,000 2,402,400 600 100.0

　 データ 入力業務等委託料 3,056,000 2,498,868 557,132 81.8

（ 9）英語指導の充実

外国語等指導助手派遣委託料 207,508,000 185,116,693 22,391,307 89.2 0 185,116,693

合　 　 計 8,127,935,000 7,886,985,630 240,949,370 97.0 2,981,149,000 4,905,836,630

３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）ICT 環境の整備の推進

児童生徒用タ ブ レ ッ ト パ
ソ コ ンの配備

検討 配備
配備

（ 完了）
－

（ 2）学校図書館の機能強化

①学校図書館の情報化
　 計98校／98校

計68校 30校 30校 100

②学校図書館への人的配置
　 支援の充実に向けた検討

検討 検討 検討 －

（ 3）小中学校校舎等の改築の
推進

下石神井小学校
工事（ 完了）

工事 工事 工事 －

石神井小学校
工事（ 完了）

工事 工事 工事 －

大泉西中学校
工事（ 完了）

工事 工事 工事 －

関町北小学校
工事（ 一部）

実施設計
工事

工事 工事 －

上石神井北小学校
工事（ 一部）

基本設計 実施設計 実施設計 －

旭丘小学校
旭丘中学校
実施設計

－ 基本設計 基本設計 －
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令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

（ 4）小中学校体育館の空調設
備の整備
設置完了計43校

計16校 14校 14校 100

（ 5）小中学校ト イ レの改修
工事完了計24校

計12校 6校 6校 100

（ 6）区立学校の適正配置
適正配置の推進

新たな基本方針の
検討

適正配置の推進
新たな基本方針

の検討
－

（ 7）小中一貫教育の推進

①研究発表グループ の指
定によ る 小中一貫教育
の研究・ 実践

7グループ指定 9グループ指定 9グループ指定 100

②2校目の小中一貫教育校
の設置に向けた調整・
実施設計

調整
調整

基本設計
調整

基本設計
－

（ 8）教員の働き 方改革

①部活動のあり 方に関す
る 方針に基づく 取組の
実施

方針の策定 実施 実施 －

②学校徴収金管理シ ス テ
ムの運用

運用 運用 運用 －

（ 9）英語指導の充実

小学校3・ 4年生へのA LT
配置

準備 配置 配置 －

４ 　 事業実績

　（ 1）　 ICT 環境の整備の推進

　 区立小中学校の特別支援学級等に大型提示装置（ 電子黒板）・ 教室用パソ コ ン等の教室 ICT 機器を配備し た。

　 また、「 練馬区学校 ICT 環境整備計画」 を 前倒し し て、 区立小中学校の全児童・ 生徒にタ ブレ ッ ト パソ コ ン を 配

備し た。

　（ 2）　 学校図書館の機能強化

　 学校図書館管理員を 53 校に配置し 、 区立図書館指定管理者によ る人的配置を行う 45 校と 合わせて全校への人的

配置を継続し た。

　 区立小学校 30 校に新たに学校図書館蔵書管理システムを導入し 、 平成 30 年度から 段階的に進めてき た全区立小

中学校への導入を完了し た。
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　（ 3）　 小中学校校舎等の改築の推進

施設名

項目

下石神井
小学校

石神井
小学校

関町北
小学校

上石神井北
小学校

大泉西
中学校

新たな小中
一貫教育校

経
　
　
費

円 円 円 円 円 円

初 度 調 弁 費
（ 一 般 需 用 費 ）

23,283,442 31,388,834 － － 38,064,150 －

移 転 料 5,335,000 4,710,200 － － 4,554,000 －

業 務 委 託 料 － － － － － 39,600,000

廃棄物処理等委託料 3,184,600 3,304,400 － － 5,456,000 －

設 計 等 委 託 料 － － － 36,900,000 165,000 100,035,760

工 事 監 理 委 託 料 18,207,000 20,135,000 4,733,000 － 21,276,000 －

厨房備品移設等委託料 1,346,400 4,669,500 － － 2,312,200 －

仮設校舎等賃借料 42,217,000 127,036,000 198,312,000 － 197,712,000 －

改 築 等 工 事 費 969,301,491 1,348,950,562 285,710,000 － 1,620,413,580 －

初 度 調 弁 費
（ 備 品 購 入 費 ）

134,770,460 80,394,380 － － 72,431,810 －

計 1,197,645,393 1,620,588,876 488,755,000 36,900,000 1,962,384,740 139,635,760

所 在 地
下石神井
2-20-18

石神井台
1-1-25

関町北
5-13-40

石神井台
5-1-32

西大泉
3-19-27

旭丘小学校
旭丘
2-21-1

旭丘中学校
旭丘
2-40-1

敷地面積 9,307㎡ 12,814㎡ 14,049㎡ 13,757㎡ 13,868㎡

旭丘小学校
（ 国有借地含む）

15,902㎡
旭丘中学校

12,417㎡

　（ 4）　 小中学校体育館の空調設備の整備

　 豊玉第二小学校、 北町西小学校、 旭町小学校、 大泉小学校、 大泉第六小学校、 大泉学園桜小学校、 泉新小学校、

八坂小学校、 開進第一中学校、 開進第二中学校、 石神井西中学校、 大泉学園桜中学校、 八坂中学校において設計を

行っ た。

　 開進第二小学校、 田柄第二小学校、 光が丘秋の陽小学校、 上石神井小学校、 光和小学校、 大泉第四小学校、 大泉

学園小学校、 豊玉中学校、 貫井中学校、 豊渓中学校、 谷原中学校、 大泉第二中学校において工事を行っ た。

　 改築に合わせて、 石神井小学校、 大泉西中学校の体育館へ設置し た。 　

　（ 5）　 小中学校ト イ レの改修

　 開進第二小学校、 北町小学校、 田柄第二小学校、 大泉第二小学校、 練馬中学校、 関中学校において設計を行っ た。

　 開進第一小学校、 練馬第二小学校、 大泉小学校、 中村中学校、 北町中学校、 練馬東中学校において工事を行っ た。

　（ 6）　 区立学校の適正配置

　 今後の児童・ 生徒数の動向や施設の改築時期、 小中一貫教育の取組等を踏まえ、 区立学校の適正規模・ 適正配置

のあり 方等について検討を行っ た。

　（ 7）　 小中一貫教育の推進

　 32 中学校区グループおよび小中一貫教育校大泉桜学園において小中一貫教育の研究・ 実践に取り 組んだ。

　 2 校目の小中一貫教育校について、 基本設計に着手し 、 保護者や地域の代表およ び学校長等で構成する「 小中一

貫教育校推進委員会」 等において保護者や地域等の意見を伺いながら 開校に向けた検討を進めた。

　（ 8）　 教員の働き方改革

　 令和 2 年度から 、 部活動指導員（ 会計年度任用職員） を中学校 3 校に配置し た。 また、 平成 31 年 4 月から 運用し

ている学校徴収金管理システムについて、 口座振替依頼書のデータ 入力を委託し 、 学校の負担軽減を図っ た。

　（ 9）　 英語指導の充実

　 令和 2 年度から 、 全小学校において A LT 配置対象学年を小学校 5・ 6 年生から 3・ 4 年生へ拡大し た。
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事 業 名 ⑾　 家庭や地域と 連携し た教育の推進 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
４ 　 夢や目標を 持ち困難を乗り 越え

る力を 備えた子ども たちの育成
款 教育費 項 教育総務費 目

学校教育総務費
教育指導費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 地域と 連携し た教育活動や体験活動の推進

①　 学校・ 家庭・ 地域の協働体制の構築を 図り 、 地域社会と の連携協力を 強化し 、 学校の教育活動の充実を 図る

「 学校・ 地域連携事業」 を全校で実施する。 また、 学習習慣が十分身についていない児童・ 生徒を対象と し て、 放

課後の空き教室等で学習支援を行う 「 地域未来塾」 を拡大する。

　 　 さ ら に、 地域から のより 幅広い協力を 得ら れるよ う 、 教育活動への協力を 希望する方を 「 学校サポータ ー」 と

し て登録する人材バンク 制度を充実さ せる。

②　 学校外への体験活動等への参加を児童・ 生徒に促し 、 体験学習やボラ ンティ ア活動等に参加でき る 機会を拡大

する。

　（ 2）　 学校安全対策の拡充

　 こ れまでの子ども たちの安全・ 安心を 守る 取り 組み内容を 検証し 、 より 緊密で効果的な連携体制の構築等を実施

するため、 練馬区教育委員会学校安全対策指針を策定し 、 児童・ 生徒の学校安全対策を拡充する。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）地域と 連携し た教育活動　
や体験活動の推進

都支出金
15,368,000 21,091,277

①運営費

　 コ ーディ ネータ ー等謝礼 11,872,000 8,316,840 3,555,160 70.1

　 印刷費 448,000 86,350 361,650 19.3

②協働活動支援員経費

　 協働活動支援員謝礼 17,548,000 11,436,057 6,111,943 65.2

③帰国・ 外国籍児童生徒
等指導経費

　 講師謝礼 10,400,000 9,766,000 634,000 93.9

　 消耗品費 102,000 33,000 69,000 32.4

④地域未来塾経費

　 学習支援員謝礼 10,878,000 6,821,030 4,056,970 62.7

合　 　 計 51,248,000 36,459,277 14,788,723 71.1 15,368,000 21,091,277
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３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）地域と 連携し た教育活動
や体験活動の推進

①地域未来塾

　 実施　 75校 71校 拡大
拡大

（ 4校開始）
－

②学校サポータ ー登録制
度（ 人材バンク ）

　 登録拡大
個人登録　 339人
団体登録　 10団体

拡大
拡大

（ 新規登録
個人登録　 54人）

－

③学校外の体験学習やボ
ラ ン テ ィ ア 活動の参加
促進

促進 促進 促進 －

（ 2）学校安全対策の拡充

練馬区教育委員会学校安
全対策指針に基づく 対策
の実施

実施 実施 実施 －

４ 　 事業実績

　（ 1）　 地域と 連携し た教育活動や体験活動の推進

　 全ての区立小中学校・ 幼稚園で学校・ 地域連携事業を 継続実施し 、 学校のニーズと 地域の協力者の調整役と なる

「 学校支援コ ーディ ネータ ー」 を 配置し た。 各校では、 コ ーディ ネータ ーを 通じ 、 地域の多様な人材の協力を 得て、

学校の教育活動を展開し た。

　 また、 家庭での学習が困難な児童・ 生徒や学習習慣が十分身に付いていない児童・ 生徒に対し 、 放課後等に地域

住民の協力により 学習支援を行う 「 地域未来塾」 を、 小学校 43 校・ 中学校 32 校の計 75 校で実施し た。

　 教育活動への協力を希望する人材を「 学校サポータ ー」 と し て登録する人材バンク 制度を運用し た。

　（ 2）　 学校安全対策の拡充

　 学校、 保護者、 土木部、 警察署等と 連携し 、 小学校 22 校の学区域で通学路等安全点検を実施し 、 点検結果に基づ

いて対策を実施し た。



－ 31 －

事 業 名 ⑿　 支援が必要な子ども たちへの取組の充実 施策
の柱

Ⅰ　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
４ 　 夢や目標を 持ち 困難を 乗り 越え

る力を 備えた子ども たちの育成
款 教育費 項 教育総務費 目 学校教育支援センタ ー費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 不登校対策の充実

①　 タ ブレッ ト パソ コ ンを活用し た学習支援

　 登校はできるが教室に入れない児童・ 生徒の学習を支援する「 タ ブレッ ト パソ コ ン」 の学校への配備を拡大する。

②　 適応指導教室の拡大

　 1）　 特別な支援を要する不登校児童・ 生徒への支援の拡大

　 　 　 特別な支援を要する不登校児童・ 生徒を対象と し た相談・ 学習支援を、 18 歳まで拡大する。

　 2）　 適応指導教室の増設・ 検証

　 　 　 適応指導教室を関町地域でも 実施する。

③　 居場所支援事業実施場所の拡大

　 　 不登校の子ども たちの生活習慣、 学習習慣の形成や社会性の育成をねら いと し た居場所支援事業を 石神井地域

でも 実施する。

　（ 2）　 学習支援事業「 中 3 勉強会」 の実施

　 生活保護世帯または就学援助を受けている準要保護世帯の中学 3 年生を 対象に、 基礎学力の定着を目的と し た学

習支援を行う 。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）不登校対策の充実

都支出金
3,970,000 46,465,986

①タ ブ レ ッ ト パソ コ ン を
活用し た学習支援

　 タ ブレ ッ ト 学習支援委託料 4,098,000 4,054,890 43,110 98.9

　 学習支援ソ フ ト 使用料 478,000 352,000 126,000 73.6

②適応指導教室の拡大

　 1）特別な 支援を 要する
不登校児童・ 生徒へ
の支援の拡大

　 　 適応指導教室機能強
化事業委託料

18,242,000 17,323,262 918,738 95.0

　 2）適応指導教室の増設・
検証

　 　 指導協力員謝礼 2,247,000 1,383,850 863,150 61.6

　 　 初度調弁 2,172,000 2,168,206 3,794 99.8

　 　 学習・ 居場所支援委託料 3,629,000 3,627,800 1,200 100.0

　 　 建物借上料 5,645,000 4,638,920 1,006,080 82.2

　 　 維持補修費 1,068,000 910,800 157,200 85.3

　 　 備品購入費 388,000 365,478 22,522 94.2

③居場所支援事業実施場
所の拡大

　 指導協力等謝礼 854,000 288,000 566,000 33.7

　 消耗品費 96,000 89,823 6,177 93.6

　 委託料 15,233,000 15,232,957 43 100.0
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区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

（ 2）学習支援事業

「 中3勉強会」 の実施

消耗品費 272,000 187,042 84,958 68.8 国庫支出金
25,752,000学習支援委託料 67,905,000 67,738,000 167,000 99.8 42,173,042

合　 　 計 122,327,000 118,361,028 3,965,972 96.8 29,722,000 88,639,028

３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）不登校対策の充実

①タ ブ レ ッ ト パソ コ ン を
活用し た学習支援

　 計15校
計10校 5校配備 9校配備 180

②適応指導教室の拡大

　 1）特別な 支援を 要する
不登校児童・ 生徒へ
の支援の拡大

対象年齢拡大
（ 18歳まで）

定員拡大 定員拡大 －

　 2）適 応 指 導 教 室 の 増
設・ 検証

出前適応指導教室
実施

－
増設

（ 上石神井）
－

③居場所支援事業実施場
所の拡大

　 計2か所

実施
（ 1か所）

増設
（ 石神井地域）

増設
（ 上石神井）

－

（ 2）学習支援事業
「 中3勉強会」 の実施
中3勉強会（ 7か所）
年間80回

年間80回 年間80回 年間80回 100

４ 　 事業実績

　（ 1）　 不登校対策の充実

①　 タ ブレッ ト パソ コ ンを活用し た学習支援

　 　 別室登校の生徒を対象に 19 校でモデル実施し た。 令和元年度から タ ブレッ ト パソ コ ンの設定や、 活用・ 研修等

を委託し 、 不登校児童・ 生徒に適し たアプリ 等を検討し た。

②　 適応指導教室の拡大

　 1）　 特別な支援を要する不登校児童・ 生徒への支援の拡大

　 　 　 光が丘第一分室における個別学習支援、 保護者対象講座、 親子宿泊行事を 適応指導教室強化事業と し て委託

実施し た。 また、 令和元年度から 相談・ 学習支援の対象を 18 歳まで拡大し た。

　 　 　 令和 2 年度は、 小中学生の定員を 15 人から 25 人に拡大し た。

　 　 　 令和 2 年度登録者数　 40 人（ う ち小中学生 17 人、 15 歳～18 歳　 23 人）

　 2）　 適応指導教室の増設・ 検証

　 　 　 令和元年度より 関町地域の区立施設を利用し て出前適応指導教室を実施し た。

　 　 　 令和 3 年 3 月、 上石神井において適応指導教室を業者委託により 開始し た。

③　 居場所支援事業実施場所の拡大

　 　 　 民間事業者に委託し 、「 居場所ぱれっ と 」 を運営し ている。

　 　 　 令和 2 年度登録者数　 20 人

　 　 　 令和 3 年 3 月、 上石神井において居場所支援事業を業者委託により 開始し た。

　（ 2）　 学習支援事業「 中 3 勉強会」 の実施

　 利用者数　 221 人
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事 業 名 ⒀　 小学校就学前から の切れ目のない取組を展開 施策
の柱

I 　 子ども たちの笑顔輝く まち

戦略計画名
４ 　 夢や目標を持ち困難を乗り 越え

る力を備えた子ども たちの育成
款 教育費 項 教育総務費 目 学校教育総務費

１ 　 事業概要

　（ 1）　 幼保小連携の推進

　 幼児教育・ 保育と 小学校教育と のあり 方を協議し 、 幼稚園・ 保育所（ 園）・ 小学校が教育・ 保育の充実に向けて連

携し て取り 組むため、 幼保小連携推進協議会を 設置し 、 関係機関の交流促進、 情報提供、 研修会の実施等様々な事

業を実施し ている。

　（ 2）　 家庭教育支援事業の実施

　 家庭教育に関する悩みを 軽減さ せるため、 学校や地域、 関係機関と 連携し 、 子育てや教育に関する 情報の集約や

積極的な情報発信を行い、 家庭の教育力向上につなげていく 。

２ 　 経費の執行状況

区　 　 　 分 予算額 執行額 不用額 執行率
財源内訳

特定財源 一般財源

円 円 円 ％ 円 円

（ 1）幼保小連携の推進

講師等謝礼 152,000 4,000 148,000 2.6
国庫支出金

31,000 919,615
消耗品費および印刷費 1,898,000 933,657 964,343 49.2

会議録作成委託料 104,000 12,958 91,042 12.5

（ 2）家庭教育支援事業の実施

アド バイ ザー謝礼 20,000 0 20,000 0　
0 0

印刷費 148,000 0 148,000 0　

合　 　 計 2,322,000 950,615 1,371,385 40.9 31,000 919,615

３ 　 事業の進捗状況

令和3年度目標 令和元年度末現況
令和2年度

計画A 実施B 実施率（ B/A ）

％

（ 1）幼保小連携の推進
「 ねり ま接続期プログラ ム」
を 活用し た取組の実施

開始 実施 実施 －

（ 2）家庭教育支援事業の実施 実施 実施 未実施 －

４ 　 事業実績

　（ 1）　 幼保小連携の推進

　 幼児教育・ 保育・ 小学校教育に携わる 職員が、 乳幼児期・ 接続期の子ども の理解を深め、 継続的な支援・ 指導を

行い、 円滑な接続を目指すこ と ができるよう 、 平成 30 年度に「 ねり ま接続期プログラ ム」 を作成し 、 令和元年度の

教員・ 保育士を 対象と し た研修会で活用し た。 また、 幼保小連携の取組の充実に向けて意見交換の場を 設定する 等

の取組を実施すると と も に、 保護者向け冊子「 も う すぐ 1 年生」 を発行し た。

　（ 2）　 家庭教育支援事業の実施

　 少子化や核家族化の進行等、 子ども や子育てを めぐ る環境が大き く 変化する 中で、 悩みや不安を抱える子育て家

庭の増加や、 家庭における子育て機能の低下が指摘さ れているため、 家庭の教育力向上や保護者の子育ての悩みの

軽減につながる取組を実施し ていく 。

　 令和 2 年度は、 家庭教育支援リ ーフ レ ッ ト を発行する 予定であっ たが、 新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大防

止のため、 掲載事業の延期・ 中止等から 発行を中止し た。


